


病院協力の模範国ベトナム

　新型コロナウイルスの世界的な
感染拡大で保健医療協力が政府開
発援助（ODA）最大の関心事に
なっている。国際協力機構
（JICA）の北岡伸一理事長は去
る７月７日付けの日本経済新聞で
「保健医療協力の国際協力をリー
ドしよう」と提唱する。そこで今
回は、この問題に焦点を当ててみ
たい。
　さて、古い歴史になるが、
1960年代後半のベトナム戦争時
代に当時の南ベトナムの首都サイ
ゴン（現ホーチミン）に、日本の
対米協力の一環として日本から移
設した「チョーライ病院」のこと
が思い出される。
　ベトナム戦争も1973年３月の
米軍の全軍撤退で終結へ向かい、
同年７月には日本政府のインドシ
ナ調査団が派遣され、10億円の
インドシナ復興対策予備費の使わ
れ方が議論される。その中で、日
本初の本格的な病院協力とも言う
べきホーチミンのチョーライ病院

改築に対する無償資金協力が大き
な課題となった。
　そもそもチョーライ病院建設協
力は、かなり変形の政府援助であ
った。日本は米国からの強い政治
的要請でサイゴンに病院を建設す
ることになったが、その方法は日
本で組み立てられた病院をサイゴ
ンへ海上輸送するという方法をと
ったからだ。ちなみに、韓国は
「タイガー部隊」と称する戦闘部
隊をベトナムに派遣して、米軍を
直接支援した。日韓共に米国との
安全保障協定の枠組みの中での行
為だったと言える。戦争終結後、
日本は最初の南部ホーチミンのチ
ョーライ病院に続いて、北部の首
都ハノイのバックマイ病院、そし
て中部フエというように、南から
北へ計画的に病院を次々と建設し、
医療協力を行ってきた。このため、
保健医療協力に対する知見、体験
が積み上げられているはずである。
政府は将来、100カ国、100件の
病院に対する施設建設などを含め
た協力を目指しているようである
が、ベトナムでの病院建設、医療

協力の経験には多くの教訓が蓄積
されているはずであるから、その
経験を分析し、これからの世界規
模での病院建設協力に役立てるべ
きであろう。

病院建設の難しさ

　とにかく、一口に病院の建設協
力と言っても、単に病院を建てれ
ばよいという問題ではない。レン
トゲンをはじめ多くの医療器具の
整備から、それらのオペレーター
の訓練、そして看護師教育までそ
の裾野は広い。日本は1989年の
トップドナー時代をはさんで、無
償資金協力による病院建設協力で
難渋した経験がある。当時を思い
出すと建物（病院）は問題なく建
てられるが、医療器具の調達とも
なれば、全てメイド・イン・ジャ
パンではない。相手国の医者をは
じめ、医療従事者は過去の教育・
研修プロセスで欧米の影響を受け
ているために、たとえば、レント
ゲンはドイツ製とか、心電図は米
国製とか、それぞれの技術研修の
影響で医療器具への関心も馴染み

も異なってくる。
　だから、全て日本製の医療器具
を調達するのに難渋する場面も多
かった。こうした問題が起こると
医療開始が大幅に遅れてしまう。
一口に病院建設協力と言っても、
そう単純な協力事業ではない。さ
らに、病院経営のフォローアップ
まで考えると、かなりの長期計画
を覚悟しないと龍頭蛇尾の協力に
なりかねない。
　JICAでは建設費50～80億円規
模の中規模病院を100カ国規模で
建設協力しても、その総費用は
5,000億～8,000億円ぐらいと見
込んでいるようだが、たとえば中
規模の病院でも医療器具などワン
セットを整え、加えてそれらのオ
ペレーターを育成し、それ相応の
医者、看護師を従事させるとなれ
ば、病院を建設するだけで済む問
題ではない。
　また、こうした中堅規模の病院
であっても、病院建設協力ともな
れば、日本国内の国立系病院、県
立、市立系病院など、さらに民間
病院のバックアップ体制が必要に
なるはずである。病院建設協力に
は決して異論を唱えるわけではな
いが、国内協力の裾野をしっかり
確保しないと、メイド・イン・ジ
ャパンの病院建設協力は形を作っ
て魂を入れ損なう恐れのあること
を肝に銘ずべきである。

厳しい医療協力のレベル

　ところが、そう大言壮語してみ
ても、現実のODAベースの医療
協力を見ると心細くなる。政府は
それを十分承知の上で、大規模な

保健医療協力を構想しているので
あろうか。例えば、JICAの2019
年次報告の18年度における分野
別の技術協力プロジェクトの実施
状況を見ても、保健医療協力の
ODA予算構成では5.1％のシェア
で、約97億円というように、小
さな規模である。
　ちなみにODA予算構成比では、
公共公益事業22.8％、農林水産
分野11.1％、人的資源開発11.1
％というように保健医療部門の比
重はかなり低い。無償資金の
ODA構成比で見ると、8.7％とい
う状況である。
　次に、保健医療協力の援助規模
を2019年度ベースで国際比較し
てみると、日本は米国の10分の
１、英国の３分の１、ビル＆メリ
ンダ・ゲイツ財団の30％という
状況にあると言う（ワシントン大
学保健指標評価研究所（IHME）、
2019年データ）。また、これは
一つの仮説であるが、日本が
2,000億円規模の医療協力を構想
した場合には、中国は15兆円規
模の医療協力を戦略的に国際展開
する可能性が見込まれていると言
う。日本はそこまで腹をくくって

保健医療協力の主流化を図ろうと
しているのか、政府の決意のほど
を確認したいものである。
　他方、今のJICAの実施体制を
見ても、保健医療協力は人間開発
部の中に教育部門と同居する形で
存在している。これだけで、これ
までの政府の保健医療協力に対す
る熱心度がわかるというものだ。
この状況を逆転させるには、かな
りの政策的決断が必要になること
を付言しておきたい。
　さらに、首相官邸では経済協力
班が将来の保健医療協力に向けて、
「アジア健康構想」の下で幅広い
保健医療関係者との勉強会を重ね
ている。そこには保健医療分野で
の将来への輸出戦略が包含されて
いると言う。日本の将来を考える
と、確かに保健医療分野はインフ
ラ輸出戦略に次ぐ重要な部門であ
ることは理解できる。
　ODAベースのJICA保健医療協
力も日本の将来に対処する形で、
今やODA司令塔とも言える首相
官邸と密に協力しなければならな
いだろう。まさに、オール・ジャ
パンの国際展開が求められている
と言っても過言ではない。

これからのODA戦略
保健医療協力を考える
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特集特集

近づく地球の“限界”
求められるプラネタリーヘルスの視座
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ウガンダ・ヴィクトリア湖の漁師。ヴィクトリア湖は近年、近隣の村での高い出生率によ
る人口増加に伴い、魚の乱獲が行われ、生態系が大きなダメージを受けている。現在、
米国のNGOが人と自然の共存を目指し、家族計画や持続可能な漁業の推進に向け
たトレーニングを行っている＝Hilary Duff, Planetary Health Alliance提供
プロジェクト詳細は「プラネタリーヘルス・アライアンス」のケーススタディー
（h t t p s : / /www . p l a n e t a r y h e a l t h a l l i a n c e . o r g / c a s e - s t u d i e s）
『Family Planning for People and Planet』を参照

温室効果ガスの大量排出や過度の森林伐採など、自然環境への配慮が欠けた
人類の活動が異常気象や新型コロナウイルスをはじめとする人獣共通感染症
を引き起こしていると指摘されている。地球の“限界”が近づく中、これからの
開発において求められているのは、ヒトだけでなく地球の健康にも目を向けた
「プラネタリーヘルス」の視座だ。持続可能な発展に向け、われわれはこの新た
な開発パラダイムをどのようにして取り込んでいくべきか。

1．新たな潮流
 「グローバル」から「プラネタリー」の時代へ
 モナシュ大学 公衆衛生予防医学部 教授　　アンソニー・ケイポン氏

4．総論
 日本の国際評価を変える手立てに

2．識者に聞く
　 環境　　（公財）地球環境戦略研究機関（IGES） 理事長　　武内 和彦氏
　 保健医療・都市　　東京医科歯科大学 教授　　中村 桂子氏

3．分野越える協力
　 フィジー　　流域管理でチフスの感染を抑える
　 南アフリカ　　気候予測からマラリアの流行を予見する

９つの“限界値”と損なわれる人間の健康



だ。包括的・分野横断的なアプロ
ーチが求められるプラネタリーヘ
ルスとのつながりを意識すること
で、SDGsの取り組みを本来の形
に戻していけるのではないか。

世代間で異なる理解度

 現在、モナシュ大学でプラネタ
リーヘルスの授業を行う傍ら、日
本の国連大学や東京大学など国内
外でも出張授業や講演を行ってい
る。そうした中で気が付いたのが、
世代間でプラネタリーヘルスへの
関心や理解度に差があることだ。
 具体的には、青年期に高度経済
成長期を経験した中高年くらいの
年代はプラネタリーヘルスの概念
をなかなか理解できない。一方で
学生などの若い世代、そして意外
にも高齢の世代はこの概念を的確
に理解してくれる傾向がある。
 学校教育で気候変動などについ
て教えられてきた今の若者は、プ
ラネタリーヘルスに強い関心を示
し、行動を起こすことにも意欲的
だ。他方、高齢の世代も若い頃、
1960～70年代ごろに地球を一つ
の生命体とみる「ガイア理論」や
「ディープエコロジー」といった
今日のプラネタリーヘルスにつな
がる概念が活発に議論されていた。
頭が柔らかい時にそういう教育を
受けたり、議論に触れたりしてい
るかが、プラネタリーヘルスを理
解する上で一つのカギになってい
るのだろう。

中国も国家理念に環境の視点

　ただ、多くの国・地域で今の政

治の中心を担っているのは中高年
の世代だ。これが国家を挙げたプ
ラネタリーヘルスの取り組みがな
かなか進まないことの要因の一つ
になっていると思う。オーストラ
リアでも、新型コロナからの復興
のスローガンに「Healthy, Fair 
and Green（健康で平等でグリ
ーン）」を掲げるよう学術界は政
界に呼びかけているが、石炭の輸
出に重きを置く政府は難色を示し
ている。
　そうした中でモナシュ大学では
2020年、豪州の政治家らに対し
てプラネタリーヘルスついての講
義を行うプログラムを始めた。ま
だ開始して間もないが、参加者か
らは「これまでプラネタリーヘル
スの考え方など学んだことがなか
った。いい勉強になった」などと
いったポジティブな反応をもらっ
ている。
　豪州に限らず、国家政策にプラ
ネタリーヘルスを組み込んでいる
国は現時点では見当たらない。一
方でプラネタリーヘルスの考え方
に沿う公共政策を打ち出している
例は出始めている。例えば、英国
を構成するウェールズは2015年、
「The Well-Being of Future 
Generations Act 2015（未来の世
代のための幸福のための法）」を
施行した。この法律は、今後ウェ
ールズにおいて新たな法律や政策
を策定する際、それが将来の世代
の幸福にもつながるものであるよ
う定めている。今ではなく、将来
の世代という長期的な視点での政
策作りを促す画期的な法律だ。そ

うした法律や政策には、必然的に
気候変動や環境破壊など地球への
長期的影響の視点も求められるだ
ろう。
　中国も、12年に「生態文明
（エコ文明）」という理念を掲げ、
経済や社会の発展に環境保全の視
点を取り入れることを明言した。
中国は環境面で大きな課題を抱え
ていることは事実だが、国家の理
念に掲げていることは特筆すべき
であり、前進している。
　日本も熱心にSDGsに取り組ん
でおり、国連などでも積極的にリ
ーダーの役割を果たしてきている。
都市開発においても、東京は世界
有数の大都市であるにもかかわら
ず騒音や排気ガスが少なく、交通
アクセスもよく、経済格差も比較
的小さい。健康都市になるにはも
う少し脱炭素化を進める必要があ
るが、そのための効率的なエネル
ギー利用などの技術や知見はすで
に持っている。
　その一方で、日本が他国の天然
資源に大きく頼っていることも事
実だ。他国であっても、自然環境
が受けたダメージが国境を越え
て、人類の健康にダメージを与え
るという「プラネタリー」な視点
を持つ必要がある。排気ガスの排
出を軽減させる電気自動車を生産
し、国際的に普及させる輸出戦略
を組むなど、経済、社会そして環
境を一体的に捉えた取り組みを国
際社会においてリードしてほし
い。地球はすでに限界を迎えてい
る。私たちは悠長に構えていては
いけない。

SDGs達成の先にある“結果”

　人間社会の繁栄に焦点を当てて
きたこれまでの開発は地球に大き
な影響を与えてきた。そして現在、
その結果として人間の社会や健康
に悪影響が出るようになっている。
新型コロナウイルスを含む新興感
染症も、森林破壊や都市化、生物
多様性の喪失などによってヒトと
野生動物との接触機会が増えたこ
とが原因の一つだと言われている。
こうした動きは、人間社会や自然
システムが、地球上で常に相互に
依存し影響し合う関係にあること
を明白にした。
 そうした中で、人類は今、「グ
ローバル」の時代から「プラネタ
リー」の時代への過渡期にいる。
グローバルの時代を率いていたの
はグローバリゼーションの考えだ
が、これはあくまで国境を越えた
人間同士や経済のつながりを見て

いる。そこにはヒト以外の生物や
環境への視点は欠けていた。対し
て、プラネタリーはそうした考え
の前面に自然システムの重要性を
持ってきた、地球規模の視野を持
っている。この視点の下でヒトと
地球双方の健康を考えるのが、プ
ラネタリーヘルスだ。
 プラネタリーヘルスと同時期に
出現した持続可能な開発目標
（SDGs）には、明示されていな
いがプラネタリーヘルスの理念も
組み込まれている。SDGsの作成
に、当時私が所長を務めていた国
連大学グローバルヘルス研究所
（UNU-IIGH）も参加していた。
言うなれば、プラネタリーヘルス
はSDGsを達成した先にある“結
果（outcome）”でもある。森
林保全や水質管理といった環境へ
の取り組みをはじめ、ありとあら
ゆるSDGsの取り組みがプラネタ
リーヘルスの取り組みと成り得る

のだ。例えば、SDGsに沿った都
市開発では、排気ガスや汚水、廃
棄物などの発生を抑えるシステム、
格差是正への配慮、生活インフラ
へのアクセスの改善、新鮮で清潔
な食料供給システムの構築、緑地
の整備や生態系保全など包括的・
包摂的なアプローチが必要となる。
そうして構築された持続可能な都
市は、自然システムと人の双方が
健康的な状態にあり、プラネタリ
ーヘルスを実現しているといえる。
私はこのような都市を「健康都
市」への取り組みとしている。
 こうしたプラネタリーヘルスと
SDGsの関連性をあらためて認識
することは大切だ。なぜなら現在
のSDGs達成に向けた取り組みで
は、「17の目標に包括的・分野
横断的に取り組んで持続可能な社
会を目指す」という本来の理念か
ら外れ、一部の目標達成にだけ焦
点を絞っていることが多いから
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近づく地球の“限界”～求められるプラネタリーヘルスの視座

プラネタリーヘルスの概念の確立に携わった豪モナシュ大学のアン
ソニー・ケイポン教授。コロナ禍でグローバル化を再考する声もある
中、プラネタリーヘルスは今後の国際開発にどのような潮流をもたら
すのか。同氏に聞いた。（聞き手：本誌編集部・木村 夏）

モナシュ大学 公衆衛生予防医学部 教授

アンソニー・ケイポン氏

「グローバル」から
「プラネタリー」の時代へ
日本は経済・社会・環境を一体的に捉えた
輸出戦略の推進を

ニュージーランド出身。豪クイーンズランド大学で医学部の博士号を取
得。多数の大学で教鞭を執り、2013年にはマレーシアにある国連大
学グローバルヘルス研究所（UNU-IIGH）の所長に就任。15年に米ロ
ックフェラー財団・英誌ランセットのプラネタリーヘルス委員会のメンバ
ーとしてプラネタリーヘルスの概念の確立に携わり、16年にはシドニー
大学で世界初のプラネタリーヘルスの講座を担当。18年より現職。現
在、豪モナシュ大学の持続可能な開発研究所（MSDI）の所長も兼任

新たな潮流1
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